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７）それと同等の完全な教育課程を有する後期中等技術教育卒業証書。 

  後期中等専門学校の専門教育の水準の同等性を確定しそれによって卒業証書の交付の諸条件が規定される1971年２月10日の勅令及

び完全な教育課程を有する技術教育施設の若干の後期中等科の学習を規整する1976年６月25日の勅令により規定された諸条件に照応

して交付される。 

８）国により設立され、それに付属し、若しくは認可されたいずれかの施設から交付された完全な教育課程を有する専門若しくは技術

教育の６年の卒業証書、終了人物証明書、学習証明書、若しくは免状。 

９）いずれかの職業科の上級課程の終了後に交付される免状若しくは終了人物証明書。 

  国によって設立され、それに付属し、若しくは認可され、種類A４、C３、C２、C５のいずれかに格付けされたいずれかの専門教

育施設と結び付く。 

10）少なくとも750日の教育期間の１課程の後で交付された卒業証書。 

  種類B３、B１のいずれかに格付けされ国によって設立され、それに付属し、若しくは認可されたいずれかの専門教育施設による。 

11）少なくとも750日の教育期間の１課程の後で交付された卒業証書若しくは人物証明書種類B３、B２のいずれかに格付けされ国に

よって設立され、それに付属し、若しくは認可されたいずれかの専門教育施設、初級中等教育卒業証書若しくはそれと同等視される

検定試験の合格証書のいずれかによる。 

レベルＤ 

卒業証書とか若しくは人物証明書は全く要求されていない。 

第Ⅱ章 

§1. 同様に条約若しくは国際的協定の効力、若しくはこの名簿に規定された卒業証書若しくは学習証明書のいずれかについて同等で

あることが宣言された海外の卒業証書若しくは学習証明書の同等性に関する1971年３月19日の国法によって認められた手続の適用

によっていずれかの海外の規則に合致して取得された卒業証書若しくは学習人物証明書は認められる。 

§2. §１は、少なくとも３年の職業教育が完結させられる高等教育卒業証書を認める第１の総合的体系に関する1988年12月21日の会

議の（ヨーロッパ経済共同体）指針89/48/EECの規定、及び連邦政府機関への受入を考慮に入れた職業教育を認める第２の総合的

体系に関する1992年６月18日の会議の指針92/51/EECに反する。 

   既定の選考試験の範囲内でSELORの管理局長は1988年12月21日の上述の指針の第３条ａ項及びｂ項並びに資格を規定する1992

年６月18日の上述の指針の第３条、第５条、第６条、第８条、第９条の保有者が受け取る指名に責任を負う。現在の資格の価値を

知るためにはSELORの管理局長は権限ある教育官庁のいずれかにその資格について助言を求める。 

   その後で局長は、第４条においてそれについて用意された補償規定のありうる適用を含む1988年12月21日の上述の指針の第８条

§２により正式に決定するか、又はそれについて用意された補償規定の第４条、第５条、第７条のありうる適用を含む1992年６月

18日の上述の指針の第12条§２により決定する。 

§3. SELORの管理局長が適切な措置に影響を及ぼす決定を甘受しなければならないか若しくは認められている権限を修正すること

になる場合を除いて§２において列挙された指針を補充若しくは変更することになるベルギー官報において交付される指針は法的

に有効である。 
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Ⅳ－２ 連邦政府機関の管理職、幹部職の重要度及びその俸給の決定に関する 
   2001年７月11日の勅令 
 
2001年７月13日のベルギー官報 

 

調整版 

 

改正 

2004年３月９日ベルギー官報   第１条、第３条、第８条修正 俸給改正 

                第４条及び第５条２ｅ項廃止 

決定済み及び決定 

第１条 連邦政府機関の管理職の名称及び権限に関する2001年10月29日の勅令第２条及び連邦政府機関の幹部職の名称及び権限に関す

る2002年10月２日の勅令第２条に記述された連邦政府機関の理事会議長職、幹部職、管理職１、２、３は本勅令の補遺１に具体化さ

れている基準の適用に応じて重要度が測られる。 

 前項に規定された基準のそれぞれについては本勅令の補遺２に従って点数が認められる。 

第２条 第１条に記述された官職の重要度は第１条の規定の適用に応じて獲得される点数の総合計については同じである。 

第３条 第１条に記述された官職は下記の２の欄に表示される第２条の重要度に応じて同じ表の１の欄の１等級から７等級までに及ぶ。

連邦政府機関の管理職及び名称及び権限に関する2001年10月29日の勅令第15条並びに連邦政府機関の幹部職の名称及び権限に関する

2002年10月２日の勅令第14条を侵害することなく第１条に記述された官職の俸給は同じ表の３の欄に対応して決められる。 

１ ２ ３ 

等級 点数での職務の測定 俸給 

１ ≧320及び＜400点  64,623.91 

２ ≧400及び＜470点  71,004.20 

３ ≧470及び＜570点  81,453.64 

４ ≧570及び＜660点  90,999.24 

５ ≧660及び＜770点 108,654.92 

６ ≧770及び＜900点 127,028.75 

７ ≧900点 146,224.72 

俸給単位＝ユーロ 

 各省の職員の給与に当てはまる変動の規則もこの上の３の欄に記した給与の適用となる。 

 それらは中心軸×105.20の数値に結び付けられる。 

第４条 （……） 

第５条 水平的な連邦政府機関の人事、組織、財政、管理統制は第１条で上述した官職の重要度測定について決定を行う。 

第６条  

 §1. 閣議は連邦政府機関の各理事会議長の職務の重要度測定を権限ある大臣との協議を経て公務員問題を所管する大臣の提案で確

定する。 

    理事会議長は人事、組織、財政、管理統制の幹部職所管の管理局長の助言を経て連邦政府機関の管理職１及び幹部職の重要度

を確定する。人事、組織、財政、管理統制の幹部職所管の管理局長のそれぞれの官職の重要度測定については、財政、管理統制、

人事、組織の幹部職所管の管理局長の助言がそれぞれ個別に問われる。 

    理事会議長及び管理職１の保有者は人事、組織、財政、管理統制の幹部職所管の管理局長の助言を経て連邦政府機関の管理職

２、３の保有者の重要度を確定する。 

    第２項及び第３項に規定した重要度測定委員会が完全には確定していない間は公務員問題を所管する大臣の助言を経て管理職

１、２、３の保有者の重要度の概算を所管大臣が決定する。 

 §2. これらの重要度測定の結果は官職の任命決定若しくは官職任命への決定に具体化される。 

第７条 第１条に上述した官職の全てはそれぞれこの決定の発効の日から６年間保証されることになる。 

 第１項に規定された保証期間在職する管理職１及び幹部職の保有者たちは最初の重要度測定の結果を任務の終わりまで維持する。 

第８条 この勅令は連邦政府機関の管理職並びに幹部職の名称及び権限に関する2001年10月29日の勅令と同日付で発効して、理事会議

長及び管理職１、２、３の保有者の官職に関連し、連邦政府機関の幹部職の名称及び権限に関する2002年10月２日の勅令と同日付で

発効して幹部職に関連する。 

第９条 我が大臣及び我が副大臣はそれぞれの国法に関係し、その決定の施行に責任を負う。 

 資料《略》 

 

勅命により 
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